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の 3 つ 
3 政令指定都市とは、地方自治法第 252 条の 19 第 1 項の「指定都市の指定に関する政令」で指定する人口
50 万以上の大都市である。政令指定都市は都道府県からの権限の移譲等により、都道府県に準じた権限を
行使することが可能である。 







総務省は 2013 年 8 月 28 日に住民基本台帳4 に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を発
表した5。住民基本台帳に基づく人口動態調査は、3月末時点で住民票に記載されている人数で、
今回調査から 3 ヶ月を超えて日本に滞在する外国人も対象となった。これまでは基本台帳に記
載されている日本国籍を持つ国内居住者に限っていたが、2012 年 7 月に外国人登録制度が廃止
されて 3 ヶ月を超えて日本に滞在する外国人も住民基本台帳に登録されることになった。 
今回の調査では、死亡数（125 万 5551 人）が出生数（102 万 9433 人）を上回る自然減（22
万 6118 人減）が 6 年連続となるとともに過去最大（前年同期は 20 万 6572 人）となった。死亡
数は 12 年ぶりに減ったが、出生数が過去最低を更新した。また、海外への転出者数が転入者数
を上回る「社会減」は 3 万 9886 人となった。 
その結果、日本の総人口は 1 億 2639 万 3679 人（26 万 6004 人減）と 4 年連続で減少した。
15～64 歳の生産年齢人口は 7895 万 7764 人と 8000 万人台を初めて下回り、総人口に対する割
合は 62.47%（前年比で 0.85％減）となり、過去最大の縮小幅を記録した。1994 年に年齢階級別
の集計を始めたが、19 年間に人数で 764 万人、総人口に占める割合で 7.18%減少している。 
一方で、高齢化が著しく進み、65 歳以上の老年人口は 3083 万 4268 人となり、初めて 3000
万人を超え、総人口に対する割合は 24.4%（前年比 0.97%増加）となった。日本人と外国人を合






総務省統計局による 2012 年 10 月 1 日時点の人口推計では、四国 4 県の総人口は 2011 年に比




多いため来年からは調査期日を 1 月 1 日に変更する。 
5 総務省自治行政局 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 25 年 3 月 31 日現在）」
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000055.html 
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べ 2 万 1000 人減（0.53％減）の 393 万 2000 人だった。自然減が進んだことに加え、四国地方
以外の都市部などへの転出などに伴い、四国地方全体の人口減少が続いている。 
また、住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査によると、四国 4 県の総人口
は 396 万 7047 人（外国人も含めると 399 万 1819 人）で、前年同期に比べ 0.68％減少した。今
回の調査から外国人も公表しているが、四国 4 県合計で 24,772 人、全国に占める割合は 1.3％
だった。 
各県の人口は高知県が 0.9％減少したのをはじめ、4 県とも前年を下回った。47 都道府県の
中では高知県が 4 番目、徳島県が 0.83％で 6 番目に減少率が大きかった。減少率は 4 県とも前
年を上回っており、人口減少に歯止めがかかっていない。 
 












全国 126,926 127,768 0.7% 128,057 0.2% 
徳島県 824 810 -1.7% 785 -3.0% 
香川県 1,023 1,012 -1.0% 996 -1.6% 
愛媛県 1,493 1,468 -1.7% 1,431 -2.5% 
高知県 814 796 -2.2% 764 -4.0% 
図表 1 県別人口と人口増加率 















































図表 2 四国 4 県の人口構成（外国人を除く） 
住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を基に筆者が作表。 
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 四国地方は 15 歳未満の年少人口の割合が少ないことも特徴で、こちらも高知県が 47 都道府






四国 4 県には 2 つの人口の偏りが見られる。一つは四国地方南北での人口の偏りである。四
国全体では人口の多い 2 県（北四国地方）と少ない 2 県（南四国地方）に分かれる。 
もう一つの偏りは、各県庁所在地に人口が集中していることである。 
住民基本台帳 に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査（日本人のみ）を基に 4 県の人口
偏りを見ると以下のようになる。 
 
県名 総人口 県庁所在地人口 県庁所在地人口の占める割合 
徳島県 780,107 256,044 32.8％ 
香川県 1,002,650 424,415 42.3％ 
愛媛県 1,431,445 514,385 35.9％ 
高知県 752,845 336,740 44.7％ 
図表 4 四国 4 県の県庁所在地人口が全県人口に占める割合 
住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を基に筆者が作表。 
 
徳島県の人口は、780,107人であり、このうち県庁所在地の徳島市の人口は256,044人と32.8％
を占める。他の 3 県と比較して県庁所在地人口の占める割合は低いが、徳島市は周辺の 1 市 9
町 1 村6 とともに徳島東部地域定住自立圏推進協議会を形成している。この枠組みでの人口は
約 45 万人（四国第 2 位の都市規模相当）となる。 
この地域では、40 万人規模の中核市となることを目標に広域合併が検討されたこともあった
が、各市町村の足並みが揃わず、合併には数多くの課題を抱えていたため、徳島東部地域市長
村長懇話会が設けられた。徳島東部地域市長村長懇話会は 2013 年 3 月に解散したが、共通の行
政課題や地域のあり方については、徳島東部地域定住自立圏推進協議会で今後も協議される7。 
 香川県の人口は、1,002,650 人でこのうち県庁所在地の高松市の人口は 424,415 人と 42.3％を
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占める。2 番目に人口の多い市は、丸亀市（112,281 人）で、香川県内で人口 10 万人を超える
のは高松市と丸亀市だけである。 
 愛媛県の人口は、1,431,445 人でこのうち県庁所在地の松山市の人口は 514,385 人と 35.9％を
占める。徳島市に次いで県庁所在地人口が占める割合が低いが、愛媛県内には、人口 10 万人を
超える都市が他に 3 つある。この 3 つの市はすべて愛媛県東部の工業都市（今治市 166,956 人、
新居浜市 123,572 人、西条市 113,310 人）であり、愛媛県の特徴が出ている。この 3 市のある
東予地区は、1962 年に新産業都市建設促進法に基づく新産業都市に指定された8。 
 今治市はタオルや造船の製造で栄え、タオルは日本一の生産地、造船はアジアでも有数の生
産地である。今治市の製造品出荷額は年間 1 兆円を超え、四国地方で最も製造出荷額が多い。 







 高知県の人口は、752,845 人でこのうち県庁所在地の高知市の人口は 336,740 人で 44.7％を占







ると、四国 4 県の総人口は 2040 年に 295 万 5000 人となり、2010 年からの 30 年間で 102 万人
（26％）減少すると推計される。 
また図表 4 に示したように、四国 4 県はすでに人口減少が始まっているが、今後一貫して減
少率を拡大していく。この図表からも四国地方が全国の 10 年から 15 年ほど人口減少問題を先
取りしていることが理解できる。 
なお、全国の総人口に占める四国 4 県の人口の割合は 2010 年で 3.1％だが、都市部への人口
集中などに伴い、2040 年には 2.8％まで低下する見通しとなっている。 
                                                     
8 同法は 2001 年 3 月 30 日に廃止され、同時に新産業都市の制度も廃止された。 
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 「日本の地域別将来推計人口」では今後、4 県ともに 65 歳以上の高齢者が人口に占める比率
が上昇することも示されている（図表 5 参照）。特に高知県と徳島県は 2040 年にはともに 40％
を上回り、全国平均（2040 年で 36％）と比べても高齢化比率は高い。 
 また、図表 6 から四国 4 県は 2020 年から 2025 年の間に高齢者数が減少に転じることがわか
る。図表 4、図表 5、図表 6 を組み合わせると、以下の結論が導ける。 
四国 4 県は今後大幅に人口減少を続ける一方で、高齢化率も急激に上昇していく。ただし、








県では 2040 年に 52%まで低下する）。先述の新居浜市や西条市などの工業地帯は人口減のペー
スが他地区と比べて緩やかであるが、労働力不足が懸念される。 
 












全国 0.7% -0.5% -1.4% -2.1% -2.8% -3.4% 
四国全体 -1.6% -2.6% -3.4% -4.1% -4.7% -5.1% 
徳島県 -1.7% -2.7% -3.4% -4.1% -4.7% -5.2% 
香川県 -1.0% -2.1% -2.9% -3.7% -4.3% -4.7% 
愛媛県 -1.7% -2.7% -3.4% -4.2% -4.7% -5.2% 
高知県 -2.2% -3.1% -3.8% -4.6% -5.1% -5.5% 
図表 4 県別推計人口の増加率（%） 
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地域 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 
全国 23.0％ 26.8％ 29.1％ 30.3％ 31.6％ 33.4％ 36.1％ 
徳島県 27.0％ 31.3％ 34.2％ 35.8％ 36.9％ 38.1％ 40.2％ 
香川県 25.9％ 30.2％ 32.5％ 33.8％ 34.5％ 35.6％ 37.9％ 
愛媛県 26.7％ 30.7％ 33.2％ 34.6％ 35.6％ 36.6％ 38.7％ 
高知県 28.8％ 33.0％ 35.5％ 36.9％ 37.9％ 38.7％ 40.9％ 
図表 5 四国 4 県の 65 歳以上人口の割合（％） 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」を基に筆者が作表。 
 

























































図表 6 四国 4 県の 65 歳以上人口（単位：人）下段は 2010 年を 100 とした指数 
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愛媛県は、柑橘類生産が盛んで、和歌山県と常に日本一の座を競っている。とりわけ「みか
ん」は全国シェア約 2 割、「いよかん」は全国シェア約 8 割、「ネーブルオレンジ」は全国シェ















第 6 次産業化という語は、今村奈良臣氏が 1990 年代中頃に、提唱し始めたとされる。今村は
「農業が 1 次産業のみにとどまるのではなく、2 次産業（農畜産物の加工･食品製造）や 3 次産
業（卸･小売、情報サービス、観光など）にまで踏み込むことで農村に新たな価値を呼び込み、
お年寄りや女性にも新たな就業機会を自ら創りだす事業と活動」（＝「農業の総合産業化」）を
第 6 次産業化と呼んでいる9。 







近年我が国では、この第 6 次産業化と地産地消活動が見直されている。政府は、2010 年 3 月
                                                     
9 財団法人都市農山漁村交流活性化機構企画編集 地域リーダー研修テキストシリーズ No.5「地域に活力
を生む、農業の 6 次産業化 ―パワーアップする農業・農村―」1999 年。 









第 1 次産業としての農林漁業と、第 2 次産業としての製造業、第 3 次産業としての小売業等
の事業との総合的かつ一体的な推進を図ることで、農林漁業者の所得の確保を通じて農林漁業
の持続的かつ健全な発展と農山漁村の活力の再生などを可能にする。 














                                                     



















































店舗で 77 種類の新メニューが誕生した。これに加えて地産地消に取組む COP の活動をもっと
多くの人に知ってもらう活動として、複数店舗を回るスタンプラリーを実施したり、「タウン情
報まつやま」での連載に加えて COP ブログを開設したりしている。 
 2011 年 7 月 7 日に実施した第 1 回交流会では、34 生産者と 25 飲食店が集まったが、2012 年
















本稿は、2013 年 9 月 3 日に専修大学社会科学研究所とベトナム社会科学院が共同開催した日
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供及びコメントをいただきました。記して感謝いたします。 
また、一人ひとりのお名前は控えさせていただきますが、ヒアリングさせていただいた企業、
団体の皆様にも心よりお礼申し上げます。 
 
